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たちは

自由

かと

じ

な段階へと進展した。しかし、人々

る。私たちはある一方で、これま

きく変化させてきた。 より、私

る機会を与えられた。社会的発援によって個人の

に逆説的な状況に産面しているのではない

ちを苦しめてき

力から逃れようと している。しかし地方では、私たちは依然として、そういっ の

るlこさせるために十分な知識と

もかかわらず、世界は今もなお、無知と じる諸問題に耐え続けているのである。

コミュニティに対する

ため、安定性を保たせるために、

ことで、ともに暮していくための文花的枠組と

している。その

る。そうする

り出して

という枠の中で人々に力を与えるだけでないくことが可能となるだろう。

く、職業組織やコミュニティ、そし

どのような状況においても

してそれぞれがアイデンティティ

グローパjレイとによって

ある。グローパノレfヒする

シップが不可欠である。

ル化iこ注目してきた。政府の努力以外に、

にいられるよう

をi添いて、今もなお教師と生徒のグローパル化という新た

＊高麗大学
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いりーダー

ノて
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本稿では、韓関の中等教育について紹介した後、教師と生徒、カリキュラムと学習課程、地域奉

仕活動、そして校長及び、教師の職能発達について取り上げる。

1.韓国中等教青

韓国の進学制度は、初等から高等まで異なったレベルの学校をつなぐ単一構造である。韓国は全

市民に初等＠中等教育、そして生徒の学力に応じた高等教育を保証するため、ふ3-3-4制を採用

している。この制定は、小学校での 6年、中学校＠高校での各3年、そして大学での 4年間の教育

を含んでいるO 高等教育制度は、大学院と 4年制の大学、そして 2年または3年制の短大からなるO

中等教育とは3年間の中学校教青と、同じく 3年間の高校教育を指しているO 中学校教育の目的

は、初等教育という基盤に基づいて前期中等教育を提供することであるO 中学校入試は1968年に法

律によって廃止されたため、現在は存在しない。 1969年以降、初等教育を終えたすべての児童が中

学校に入学するようになり、それぞれ家から最も近い中学校へと平等に割り振られた。 2002年現在、

初等教育終了後に中学校に入学する児童の割合は99%以上である。無料の中学校義務教育は1985年、

経済的に貧しい農村地域において始まった。 2002年現在、無料の中学校義務教育は全国の中学校へ

と拡大しているO 1995年以降は、グローパル化に備えて生徒を支援するために、英語のネイティヴ＠

スピーカーが各中学校に配属されている。

は、普通高校の地に、職業高校、科学高校、 る。

水産＠海洋高校などがある。

く普通高校と

とサービスという く という

自由を奪われたのであるO それ以来、高校教育に関しては、

校入試制度を廃止するか否かが激烈な議論を呼んでいる。問題は、傑出

育水準の均等化を優先するかにある。

は農業高校、工

体育高校などがある。

る権利を失った。

よって、生徒たちは学校

るために高

るか高校における教

当初、高校教育の主たる毘的は、教育的支出と補助によってグローパルな市民に要求される能力

を高め、培われた個々の適性と才能に見合ったキャリア進路を開拓する能力を養うことにあった。

現実には、高校は大学に進学する生徒の準備機関となっている。事態を悪化させているのは、生徒

の塾での事前学習によって高校教育が台無しにされていることであるO

2000年度において、高校卒業者の68%が大学へと進学している。普通高校卒業生の83.9%、職業

高校卒業生の42%が高等教育機関へと進んでいる（http://www.moe.go.kr/statics/l5p.html)。

韓国高校教育の島標は、教育及び人材開発省によって次のように明記されている（2001年、 45頁）。

1 ）健全な精神及び身体に支えられたバランスの取れた人格の育成と自己理念の掴養

2）今後の学習と生活に備えた論理的、批判的、創造的な思考能力と態震の獲得

3）様々な領域に関する知識と技能の訓練と、個々の適性と才能に見合うようなキャリア開拓を

する能力の開発

4）世界の状況を踏まえた上での韓盟の伝統や文化の発援

5）国家コミュニティの発震に対する努力と世界市民としての認識と態度の保持

4と5の下位居的を達成するためには、教師や生徒の国際交流を含めたグローパノレイヒに対する
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り組みが必要とされている。

2. 

は、グローパノレ化する

めている。こうしたことは、

の人々

し

お る とし

ることにもなる。ホストとなる国

ことができる。

タトの地の国々との交流プログラムはまだ行っていない。

うに、 2000年に

しでは、

されている。

よ

喜美 1 韓日間の若者交流状況

年 '89 ’91 ’92 ’93 ’94 ’95 ’96 ’97 ’98 ’99 ’00 合計

韓国 170 168 169 171 222 200 201 178 125 210 159 1,973 

日本 272 250 225 213 274 241 208 178 I 153 176 159 2 349 

合計 442 418 394 384 496 441 409 356 278 386 318 4,322 

出典：教育及び人材開発省（2001）「韓国の教育J105貰。

3. 

ソウ JLノ と

ように、 35%

アメリカと交流を行っている。

てきた（2001

と、 27

は、

% 

は、 と、 33%が中国と、？%がオーストラ 1）アと交流している

表2 ソウル教育管区の小学校の思欝交流状況

学校段賠 思
盟擦父流生徒のいる 国際交流生徒のいる

学校数 学校の割合（%）

小学校 中 爵 18 35 

日 本 14 27 

ア メ カ 7 14 

オーストラリア 3 6 

カ ナ ダ 2 4 
L口->. 湾 2 4 

ス ベ イ ン 2 

ニュージーフンド 2 
ノ可； ト ナ ム 2 

ロ シ ア 1 2 

イ ギ ス 1 2 
メ仁コ入 計 51 100 

出典：ソウル教育局、未発表資料（2002年 3月）。
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（表3参照、）。

表 3 ソウル教育管区の中学校の国際交流状況

学校段階 国
思襟父流生徒のいる 国諜交流生徒のいる

学校数 学校の割合（%）

中学校 思 本 19 45 

中 国 14 33 

オ ストラリア 3 7 

ア メ カ 2 5 

ウズベキスタン 1 2 

ロ ：ン ア 1 2 

タ イ 1 2 

A 口 湾 1 2 

カ ナ ダ 1 2 
メ仁コ,. 言十 43 100 

出典：ソウル教育局、未発表資料（2002年 3月）。

は中央政府が運営する と、地方行政府が運営する公立高校があるO 私立の非営利

る もある。国立及び公立高校の場合、 49%の学校が日本と、 36%の学校

9 

と生徒の交流を行っている。私立高校の場合、 53%の学校が日本と、 30%が中国と、そして

と交流している（表4参照）。

表4 ソウル教育管誌の国公私立各高校の盟際交流状況

学校設階 国
国際交流生徒のいる 国際交流生徒のいる

学校数 学校の割合（%）

同校 閤公立 日 本 11 49 

中 関 8 36 

ニュージーランド 1 5 

フ ィ ピン 1 5 
i仁A:t 湾 1 5 

3十 22 100 

私立 日 本 23 53 

中 国 13 30 
i口h、 湾 4 9 

ロ ：ン ア 1 2 

ア メ カ 2 

シンガポーノレ 1 2 

オーストラリア 1 2 

百十 44 100 
メt:l入 計 66 100% 

出典：ソウル教育局、未発表資料（2002年 3月〉。

ソウル教育管区内の国公私立高校の国際交流生徒数を合計すると、 52%の学校が日本と、 32%が

と、そして5%が台湾と国際交流を行っているといえる（表 5参照）。

6は、学校段賠ごとの国際交流受入れ校の割合を示している。小学校の9.5%、中学校の12.1

%、高校の23.7%が外国との間で克童＠生徒の交流を行っているO

口

o
n，L
 



表5 ソウル教湾管区内全高校の国際交流状況

学校段賠
国擦交流生徒のいる 国際交流生誌のいる

学校数 学校の割合（%）

校 日 本 34 52 

中 国 21 32 
4工品J 湾 5 5 

ア メ カ 2 

ロ シ ア 2 

ーストラリア 1 2 

カ ナ ダ 2 

ブィ ワ ピ ン 2 

ニュージーランド 1 2 

シンガポール 1 2 
メr5 三十 もら 100 

出典：ソウル教育局、未発表資料（2002年 3月）。

6 ソウル数寄管度内における学校段蕗ごとの層際交流状況

学校設階
国擦交流生徒のいる ソウル教育管区内 ソウル教育管思内における国捺

学校数 の学校数 交流生徒のいる学校の割合（%）

小 学 校 51 536 9.5 

中 学 校 43 354 12.1 

国公立 22 79 27.8 

高校 私立 44 199 22.1 

計 もも 278 23.7 
メ仁〉ヨ、 2十 160 1,168 13.7 

出典：ソウル教育局、未発表資料（2002年3月）。
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ら、 6%がアメリカから、 5

してい

ら、そ

ある。

るためには、

る
、

てつよム」ア〕るすゆっ

o

そ

る
、
あ

は

でラh
J

ラり るためのきわめ
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表 7 ソウル教育管区内における国ごとの国際交流状況

冨 国際交流生徒のいる学校数 国諜交流生徒のいる学校の割合（%）

日 本 67 41 

中 盟 53 32 

ア メ カ 10 6 

i口"" 湾 8 5 

オーストラリア ？ 4 

カ ナ ダ 3 2 

ロ 、ノ ア 3 2 

ニュージーランド 2 2 

ス ~ イ ン 1 1 
J文、 ト ナ ム 1 1 

イ ギ ス 1 1 

ウズベキスタン 1 1 

タ イ 1 1 

フィ リ ピ ン 1 1 

シ ン ガ ポ ー ル 1 1 
メEコ,._ 言十 160 100 

出典：ソウル教育局、未発表資料（2002年3月）。

がある。

＠生徒を韓国へ招来すること るが、教師＠生徒を韓国から外国へ留学さ

せることも重要である。そうした留学は彼ちに：豊富な経験を与え、彼らが帰国し、学校へと戻った

には他の者にも豊かな経験を与えるだろう。不幸なことに、最近の経済危機により、多くの中等

学校の教師や生徒が費用の問題で国際交流プログラムに参加しなくなっている。しかし、全中等学

校生徒は、国内での同期間の教育費より決して高くない学費で、少なくとも1学期間は外国で学習

する機会を持つ必要がある。更にいえば、外国での教育機会の拡大に応じて、中等教宵学校は、教

師＠生徒の国際交流を強調し、その学習可能性を優先させる必要があるといえる。

社会のグローパjレ化に伴って外国語力は以前より

外国人と相互交流するために生きた外国語を少なくとも 2

高校卒業時に要求されるべきであるO

4.カリキュラムと活動

しているO 中等教育学校の生徒は、

は学習しなければならなし1。これは

教青法は学校段階ごとの教育の目標とねらいを表しているO 教育の基本的な水準を保証するため、

教育法第155条は、各学校段階に合わせたカワキュラムと教科書と教材の開発基準を規定しているO

たカリキュラムと各地域の指針は、学校の特徴と目標に許せて溜用されるように、｛国々の

学校に柔軟性を認めている。

教育及び人材開発省は、教育の費を維持することですべての人々に平等な教育機会を保証するた

め、初等及び中等教育学校教育法第23条に示されるような全国学校カワキュラムを公布した。この

カワキュラムは、全学校段階の教育内容の基準と教科書開発の基礎をなすものであるO

全面的カリキュラムは、教育に対する新たな要求や社会の変化による必要性、そして新しく開拓
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された学問分野を反映するために、

にするために、第2に自

されてきた。 1997年、第1

ために、第3

れた。

を

るために、

そし
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した（MOK.,2001年、

ましし を次のように
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A

としての個性を探求する人

った能力を示す人

として、新しい髄磁を作り出す人

として、コミュニティ る人

カリキュラム でを通じた10年にわたる

した上で選択するよう

日や自主

る

グローパノレな市民にするため

とするためには、

グローパル化を奨

るべきであるし、現行む国際的カリキュラムを検討、改訂すべきである。さらには、

している。このカ ＇）キュラムには、

崩し、

め

プログラムを作り出すため、そして世界的に注昌されるカリキュラム外活動を発展させるた

されるべきである。

しようとするカリキュラム

っている。

は、文化的、

らの交

という点で他の

5. 

｛也の形式による学校の地域奉仕活動には十分な根拠があるO それら辻人々が

るために考えられたのであり、今世紀、そうした変化はより

ものとなった。 は、

とグローパjレイとする

っている。

る る。

はどんどん小さくなっている。その

ため、

において、個人およ

るため

されることは、より

対処し、

め

し、コミュニティの人々

ものとなっている。

るた

し伸

とその佑の万式とともに、

コミュニ

アイ

る教師は、コミュニティ内に暮ら

る。アウトリーチ

において、一方的なサービス提供に
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留まるだけでなく、そうした人々から外国の文化をも学ぶことができるO

私たちが現在経験している世界の縮小という変化、その影響、そしてこの機会をどうやって受け

入れるかという点で、個人的及び職業的能力への要求はますます高まっているO 変化に対応して誰

もが学習を継続し、職場及びその周辺での更なる教育機会を望むとすれば、公的な補助が一層不可

欠で肝要なものとなるO

衛星放送、インターネットなどのハイテクで高性能の手段によって、中等学校はグローパル＠ア

ウトリーチに関してリーダー的存在となるだろう。その一方で、中等学校は外国の大使館から韓国

へと流入する文化的資源を活用し、コミュニティ住民のグローパノレ的理解を豊かにするため

なアウトリーチ及び国際資源を作り上げてきたのである O

こうした自標のために、学校は、国内の外国企業、圏内外国人組織、外国政府による文化センタ一、

海外の私立中等学校及び大学、冨連機関、そして他の多国籍組織との包括的関係を強めるためのス

トラテジーを発展、実行する必要がある。世界コミュニティにおける地域コミュニティの役割と、

世界情勢が地域コミュニティに与える影響に関する十分な理解を可能にするアウトサーチ＠プログ

ラムに関する調査の拡大が必要であるO

参加者の都合に合わせて外国語や異文化問コミュニケーションに触れる機会を提供する無料もし

くは有料の講臨が、外国人居住者と地域住民に対するコミュニティサーピスに含まれるべきである。

れら講座のサーピス内容は、外国人や地域住民が最新の橋報を得られるよう包括的に特定され、

カタログ化され、配布され、定期的に更新される必要がある。

6.校長および教師教曹における学校区行政のり…ダーシッブ

の学校において、校長や教師は中心的な教育提供者である。それぞれの学校認は、校長や教

師がより一層国際的な指導者や学者として活躍することを推紫し、サポートしなければならない。

留際化活動の一環として、各学校区が管轄区内全域における国際的な指導力や知識の普及推進に着

手することが期待される。

教師は国際化に向けた創造性と自発性の重要な供給源であるO 学校管理者は国際化に向けた餅造

性と自発性の育成を推奨し、サポートするために、組織形態や業務形態を整備する責任があるO 全

ての学校に適応できるような酒ーの組織形態は存在しない。

学校理念、国際化の経韓、校長、教師、職員の能力範囲などを考慮し、問題解決に向けた選択肢

についての共通認識を持つことが大切である。戦略的計画立案は校長と教師の共同作業による意思

決定であるべきである。戦略的計画が立案された後、学校管理者は国際化に向けた導入支援のため

の目標を明確化し、組織形態および管理手順を確立しなければならない。

7猶

圭ム
iiflll 

韓国の学校を国際舞台に立たせるには、国際化に向けた全国的かっ意欲的な対応が必要で、ある。

韓関中等学校における最優先事項の一つであるカリキュラムや課外活動の国際化という側面につい

て、各学校は綿密な方針を打ち出す必要があるO 方針と戦略的計画との関には苦罵一貫性がなけれ

ばならな I.¥0 それには全国全ての校長および教師の参画が必要とされる。 戦略的計画におい
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ては現在の国際舞台におけるカリキュラム、 よ プログラムについ と

とされる。

している。このよう

きるよう、

たち ために、 と

る とし されるべきである。 は、 と るた

めに、これら きる る かもしれない。

よ

ログラムへの

も うことになるであろ

。
切っ

彼らの明るし る

がある。

と5

として、より多く

るべきである。

されるものではなL'o 

る課程で発見されるものである。

るために、 と

MOE (Ministry of Education & Human Resources Development) (2001) Educαtion in Koreα 

2001“2002. Republic of Korea. 

Seoul Metropolitan Office of Education (2001) Educαtion in Seoul. 

Seoul Metropolitan Office of Education (2002) Unpublished material about international stu-

dent exchange. 

Educational statistics from http://www.moe.go.kr/statics/l5p.批ml
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